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(資料）内閣府経済社会総合研究所「四半期別ＧＤＰ速報」

(年度）

予測

 

＜実質成長率：2022年度 1.2％、2023年度 1.0％、2024年度 1.6％を予想＞ 
 

１. 2022 年 10-12 月期の実質 GDP（2 次速報値）は、1 次速報の前期比 0.2％（年率 0.6％）

から前期比 0.0％（年率 0.1％）に下方修正された。 

２. GDP2 次速報の結果を受けて、2 月に発表した経済見通しを改定した。実質 GDP 成長率

は 2022 年度が 1.2％、2023 年度が 1.0％、2024 年度が 1.6％と予想する。2022 年 10-12 月

期の実績値の下振れを受けて、2022 年度の見通しを▲0.1％下方修正した。 

３. 輸出が景気の牽引役となることは当面期待できないが、高水準の貯蓄や賃上げの進展を

背景に民間消費が回復し、国内需要中心の成長が続くだろう。2023 年の春闘賃上げ率は

3.00％と 1994 年以来の 3％台になると想定する。米国、ユーロ圏のマイナス成長が小幅

にとどまることから、日本は景気後退が回避されることをメインシナリオとしているが、

景気の回復力は脆弱で下振れリスクが残る。 

４. 消費者物価上昇率（生鮮食品を除く総合）は、2023 年 2 月には政府の物価高対策の影響

で 4％台から 3％程度へ低下するが、電気料金の値上げが認可されれば、エネルギー価格

が再び上昇する。原材料コストを価格転嫁する動きは弱まる一方、賃上げ率の高まりを

受けてサービス価格の上昇ペースが徐々に高まるだろう。消費者物価上昇率（生鮮食品

を除く総合）は、2022 年度が 3.0％、2023 年度が 2.3％、2024 年度が 1.1％と予想する。 

 

2022～2024 年度経済見通し 
－22 年 10-12 月期ＧＤＰ2 次速報後改定 
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１. 2022 年 10-12 月期の実質ＧＤＰは前期比年率 0.1％へ下方修正 

3/9 に内閣府が公表した 2022 年 10-12 月期の実質 GDP（2 次速報値）は前期比 0.0％（年率 0.1％）

となり、1 次速報の前期比 0.2％（年率 0.6％）から下方修正された。 

10-12 月期の法人企業統計の結果が反映された設備投資（前期比▲0.5％）、民間在庫変動（前期

比・寄与度▲0.5％）は、1 次速報と変らなかったが、1 次速報後に公表された基礎統計の結果が反

映されたことにより、民間消費が前期比 0.5％から同 0.3％へ下方修正されたことが成長率の下振れ

につながった。 

 

2022 年 10-12 月期はかろうじてプラス成長となったが、日本経済は約 2 年にわたってプラス成長

とマイナス成長を繰り返しており、一進一退の状態から抜け出せずにいる。2022 年 10-12 月期の実

質 GDP は、コロナ禍前（2019 年 10-12 月期）の水準を 0.8％上回っているが、消費税率引き上げ前

のピーク（2019 年 7-9 月期）は▲1.9％下回っている。経済の正常化にはまだかなりの距離がある。 

 

（春闘賃上げ率は 1994 年以来の 3％台を予想） 

連合は 3/3、2023 年の春季労使交渉で傘下の労働組合が要求した賃上げ率が平均 4.49％（3/1 時

点）と、前年を 1.52 ポイント上回ったことを公表した。最終回答の要求が 4％を上回れば、1998

年以来 25 年ぶりとなる。 

連合傘下組合の賃上げ要求と実績の関係を振り返ってみると、1990 年代後半までは 4％以上の

賃上げ要求に対し、実際の賃上げ率は 3％前後となっていた。その後は雇用情勢が厳しさを増す中

で、組合が賃上げよりも雇用の確保を優先したこともあり、定期昇給分（ベースアップなし）に

相当する 1％台後半の要求水準という期間が長く続いた。アベノミクス景気が始まった 2013 年以

降、過去最高益を更新する企業が相次ぎ、企業の人手不足感が大きく高まるなど、賃上げを巡る

環境は大きく改善した。しかし、賃上げ要求は 3％程度、実際の賃上げ率は 2％程度にとどまって

きた。 

賃上げ要求水準が上がらなかった背景には、デフレマインドが払拭されていないことがあった

と考えられる。デフレ期にはベースアップがなくても物価の下落によって実質賃金が上昇した。

2013 年の異次元緩和開始以降、少なくともデフレではなくなり、賃上げがなければ実質賃金が目

減りするようになったが、デフレマインドが

根強く残っており、賃上げの重要性が十分に

認識されることはなかった。 

しかし、消費者物価が約 40 年ぶりの高い伸

びとなり、実質賃金の目減りが強く意識され

るようになってきたことから、状況は一変し

た。連合が賃上げ要求を前年までの 4％程度か

ら 5％程度に引き上げたことを受けて、連合傘

下組合の賃上げ要求も大幅に上昇した。この
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ため、最終的な賃上げ率も前年から大きく上昇することがほぼ確実となった。 

ただし、賃上げ率の要求水準が高いほど、実際の賃上げ率との差は大きくなる。たとえば、要

求が定期昇給分に相当する 1％台後半にとどまっていた時期は要求と実績の差が非常に小さかった

が、要求が 5％を超えていた 1990 年代前半は要求と実績の差が 2～3％程度となっていた。 

こうした点を考慮し、今回の見通しでは、2023 年の春闘賃上げ率の想定を 2 月時点の 2.90％か

ら 3.00％（厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」ベース、2022 年実績 2.20%）

に引き上げた。 

この想定が実現すれば、2023 年の春闘賃上げ率は 1994 年（3.13％）以来の 3％台となる。定期

昇給分を除いたベースアップは 1％台前半で、2022 年度に続き 2023 年度も消費者物価の伸びを下

回る公算が大きい。しかし、2024 年度は物価上昇率の低下が見込まれるため、景気回復基調が維

持され、春闘賃上げ率がさらに高まれば、ベースアップが物価上昇率を上回る状態が実現する可

能性が高まるだろう。 

 

実質賃金（一人当たり）の伸びは、消費者物価の上昇ペース加速を主因として、2022 年度入り

後マイナスとなっている。2023 年の春闘賃上げ率は前年から大きく高まるものの、消費者物価上

昇率が高止まりするため、実質賃金の下落は 2023 年度入り後も続く可能性が高い。実質賃金上昇

率がプラスに転じるのは、消費者物価上昇率の鈍化が見込まれる 2023 年度後半と予想する。 

2022 年度の名目雇用者報酬は前年比 2.1％と 2 年連続の増加となるが、消費者物価の上昇ペース

が加速したことから、実質雇用者報酬は同▲1.6％と減少に転じることが見込まれる。2023 年度は

一人当たり賃金の伸びが高まることを主因として、名目雇用者報酬が前年比 2.9％と伸びを高める

中、物価の上昇ペースが鈍化することから、実質雇用者報酬は前年比 0.6％と小幅ながら増加に転

じるだろう。2024 年度の雇用者報酬は、名目で前年比 3.2％、実質で同 2.1％といずれも前年度から

伸びを高めることが予想される。 

予測期間前半は、コロナ禍における行動制限の影響で高水準となっている貯蓄率の引き下げ、

予測期間後半は賃上げの進展と物価上昇率の低下に伴う実質所得の増加が消費を下支えするだろ

う。 
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２. 実質成長率は 2022 年度 1.2％、2023 年度 1.0％、2024 年度 1.6％を予想 

2022 年 10-12 月期の GDP2 次速報を受けて、2/15 に発表した経済見通しを改定した。実質 GDP

成長率は 2022 年度が 1.2％、2023 年度が 1.0％、2024 年度が 1.6％と予想する。2022 年 10-12 月期

の実績値が下振れしたことを受けて、2022 年度の成長率見通しを▲0.1％下方修正した。先行きの

見方は 2 月から変えていない。 

 

  

 

（実質 GDP が直近のピークを超えるのは 2024 年度） 

2023 年 1-3 月期は、民間消費を中心に国内需要が底堅く推移する一方、欧米の景気減速を背景

に輸出が減少に転じることから、前期比年率 0.6％と低成長が続くことを予想している。 

2023 年度入り後は、引き続き輸出が景気の牽引役となることは期待できないものの、民間消

費、設備投資などの国内需要を中心とした景気回復が続くことが見込まれる。2024 年度は国内需

要が底堅さを維持する中で、海外経済の持ち直しを受けて輸出が増加に転じることから、成長率

は高まるだろう。 

米国、ユーロ圏のマイナス成長は小幅にとどまり、ゼロコロナ政策終了を受けて中国経済が持

ち直すことから、輸出の減少は小幅にとどまり、日本は景気回復基調が維持されることをメイン

シナリオとしている。しかし、景気の回復力は脆弱で、米国、ユーロ圏が深刻な景気後退に陥っ

た場合には、日本も景気後退が避けられなくな

るだろう。 

実質 GDP が直近のピークの水準を回復する

のは、2024 年 4-6 月期になると予想する。リ

ーマン・ショック時には実質 GDP の水準が直

前のピークを回復するまでに 5 年以上（22 四

半期）かかったが、今回のコロナ禍でもそれに

匹敵する長さとなる可能性が高くなってきた。 

 

（物価の見通し） 

消費者物価（生鮮食品を除く総合、以下コア CPI）は、エネルギーや食料の価格上昇を主因とし

て、2023 年 1 月に前年比 4.2％と、1981 年 9 月以来 41 年 4 ヵ月ぶりの高い伸びとなった。 
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原油高や円安が一服する中で、エネルギー

価格は政府の負担緩和策の影響もあって上昇

率は高水準で頭打ちとなっているが、原材料

費の上昇を価格転嫁する動きが広がる食料

（生鮮食品を除く）は上昇ペースが加速して

いる。また、これまでは物価上昇のほとんど

が資源・穀物価格の高騰や円安に伴う輸入物

価の上昇を受けた財価格の上昇によるものだ

ったが、サービス価格も 2022 年 8 月に上昇

に転じた後、徐々に伸びを高めている。 

先行きの消費者物価は、政府の負担緩和策や電気料金の値上げによって大きく左右される。エ

ネルギー価格は 2022 年 1 月以降、燃料油価格激変緩和措置によってガソリン、灯油価格が抑制さ

れてきたが、2023 年 2 月以降は電気・都市ガス代の抑制が加わることにより、負担緩和策による

エネルギー価格の抑制効果は大きく拡大する。コア CPI 上昇率は 2023 年 2 月には一気に 3％程度

まで低下する公算が大きい。 

しかし、電力各社は値上げを申請しており、これが認可されれば電気料金は再び大きく上昇す

る。原油高や円安の一服により、物価高の主因となっていた輸入物価の上昇には歯止めがかかっ

ている。しかし、電気料金の値上げによるエネルギー価格の再上昇が物価の押し上げ要因となり

そうだ。電気代やガス代、ガソリン、灯油も含めたエネルギー価格は 2023 年 2 月にはいったん前

年比でマイナスとなるが、電気料金値上げ、負担緩和策の縮減によって再び上昇することが見込

まれる。 

今回の見通しでは、米国の利上げが 2023 年前半に打ち止めとなることを背景に、ドル円レート

は緩やかな円高傾向で推移し、2022 年半ばにピークアウトした原油価格は緩やかな上昇にとどま

ることを想定している。このため、2023

年度入り後には原材料コストを価格転嫁

する動きが弱まり、財価格の上昇率は鈍

化する公算が大きい。一方、サービス価

格は賃上げ率の高まりを受けて、上昇ペ

ースが徐々に高まるだろう。 

コア CPI 上昇率は、2022 年度が前年比

3.0％、2023 年度が同 2.3％、2024 年度が

1.1％と予想する。 
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日  本  経  済  の  見  通  し （2022 年 10-12 月期 2 次 QE（3/9 発表）反映後） 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情

報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものでもありません。 


